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JSG ニュースレター 

中国企業（大陸企業）への技術移転又は 

使用許諾に関する事前許可取得について 

 

 

 

クライアント各位 

拝啓 時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。 

経済部投資審議委員会は、「大陸地区での投資又は技術提携に係る許可

弁法（中国語：在大陸地區從事投資或技術合作許可辦法）」第 5 条の内容

を近日改正する旨予告しました。これは主に専門技術又は知的財産権の大

陸地区への流出を阻止することが目的となっています。今般の改正草案の

ポイントは、以下のとおりです。 

 

 

一、 技術の譲渡に関する定義の明確化及び審査体制の強化 

改正草案では、現行条文における専門技術、特許権の「提供」とい

う言葉をより明確な「使用許諾（中国語：授權）」に置き換えると

しています。更に、「譲渡（中国語：轉讓）」を技術提携の形態と

して新たに追加し、技術流出を招くあらゆる状況について管理を強

化するとともに、譲渡又は使用許諾の対価金額の大小にかかわら

ず、事前に投資審議委員会へ許可の申請を行う必要があるとしてい

ます。 
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二、 「集積回路の回路配置利用権」の規制管理並びに一般的な商標権及

び著作権の使用許諾に関する規制緩和 

主管機関は、「集積回路の回路配置利用権（中国語：積體電路電路

布局權）」を台湾国内産業界の専門的権利と考えており、今般の改

正草案においても特別に制限が設けられています。このほか、現行

条文における「商標権又は著作権（中国語：商標專用權或著作財產

權）」は、既に現代社会において一般的な商業取引行為として取り

扱われているため、強制的な規範を定める必要性はなくなってお

り、今般の法律改正にて刪除される予定です。今後、商標権又は著

作権の譲渡又は使用許諾は、該当する各主管機関の規定により処理

されることとなります。 

 

三、 実施予定日 

上述している「大陸地区での投資又は技術提携に係る許可弁法」第5

条改正草案は、2020（民国 109）年 8 月 26 日付で行政院官報に掲

載されており、60 日間にわたり各界有識者から専門的意見を募集し

た後、年末に正式な法令規定として公布及び施行する予定であり、

かつその効力は施行前に遡及適用されない旨が予告されています。

今後、主管機関も関連申請書類を修正の上公式ホームページに掲載

し、申請者がダウンロードできるよう提供する予定です。 

 

勤業衆信の見解 

1. グループ企業において、台湾親会社が自社保有の専門技術を中

国大陸の子会社（以下「中国子会社」）に使用許諾して生産に

供する行為は、グループの関連企業において散見される取引形

態であり、当該弁法改正後、この種の使用許諾取引も事前に投

資審議委員会へ許可申請を行う必要があるかという問題につい

ては、主管機関との協議を待つ状態にあります。企業は、まず

台湾親会社と中国子会社における現在と将来の各技術及び特許

権の関連者間取引形態及び契約内容を精査し、今後、法改正の

動向がグループに与える影響について留意することが推奨され

ます。  

  



2. 将来における技術の譲渡又は使用許諾に伴う価値の認定は、グ

ループ内の関連者間の移転価格に係る合理性評価に影響しま

す。そのため、事前に十分な計画を立て、将来の税務リスクの

発生を回避することが推奨されます。 

3. 現在の法改正の動向を見るに、台湾企業が将来、技術の譲渡、

技術の使用許諾又は技術の現物出資で中国企業と共同出資によ

り中国会社を設立するいずれの場合であっても、投資先の当該

中国会社へ当該専門技術、特許権を譲渡又は使用許諾するなら

ば、現在の改正草案の規定に照らすといずれも事前に投資審議

委員会から許可を取得する必要があります。そのため、投資先

の当該中国会社に対して他方の中国企業が支配力を有している

場合、その審査は従来よりも厳格になると予想されます。台湾

企業は、今後、技術の譲渡又は使用許諾により中国企業と提携

する計画がある場合、当該譲渡及び使用許諾がもたらす可能性

のある台湾・中国双方の税務上の論点を評価しなければならな

いほか、条文改正後に中国会社への技術の譲渡及び使用許諾を

行う実行可能性についても留意いただく必要が生じます。 

 

  

   

 

過去のニュースレターはこちら 

台湾 JSGのホームページはこちら 
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日商組新聞稿 

技術轉讓或授權與大陸企業需事前取得核准 

 

 

 

經濟部投資審議委員會於近期預告修正「在大陸地區從事投資或技術合

作許可辦法」第五條之內容，主要是為了避免專門技術或智慧財產權外流大

陸地區，以下摘要本次修正草案重點： 

 

 

 

一、 明確技術轉讓之定義與強化審查機制： 

草案內容針對舊條文中之「提供」專門技術、專利權改以更明確之

「授權」取代之，更新增「轉讓」為技術合作之態樣，加強管制任何

可能造成技術外流之情況，且無論轉讓或授權金額大小皆需事先向投

審會申請許可。 

 

 

二、 納管「積體電路電路布局權」並放寬一般性的商標授權及著作權： 

主管機關認為「積體電路電路布局權」乃國內產業界之專門權利，故

於本次修正草案中也特別加以限制；另外，舊條文中之「商標專用權

或著作財產權」已經是現代社會普遍之商業交易行為，故已無強制規

範之必要性，本次修法將予以刪除，未來對於商標專用權或著作財產

權之轉讓或授權，則回歸各該主管機關之規定辦理。 
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三、 預訂實施日期： 

前述「在大陸地區從事投資或技術合作許可辦法」第五條修正草案已

於 109 年 8 月 26 日在行政院公報刊載並預告 60 日徵詢各界之專業意

見後，預計於年底公布正式法令規定並實行，且未來不溯及既往，後

續主管機關亦會同步修正相關申請書表上傳官方網站提供申請人下

載。  

 

 

勤業眾信觀點 

1. 在集團企業中，台灣母公司將自有之專門技術授權與大陸子公司

生產使用乃為集團關聯企業常見之交易類型，修法後此種技術授

權交易是否也需事先向投審會申請許可? 因這部份仍有待與主管機

關進行商討，建議企業可先行盤點台灣母公司與大陸子公司目前

與未來之各項技術與專利權之受控交易類型與合同內容，後續再

密切注意修法之動態對集團的影響。  

2. 未來技術轉讓或授權涉及的價值認定，將產生集團內關聯企業間

移轉訂價之合理性評估，建議於事前需充份規劃，避免未來產生

的稅務風險。 

3. 依照目前修法動向來看，台資企業未來不論是以技術轉讓、技術

授權或技術作價與中資企業合資共同成立大陸公司，只要該項專

門技術、專利權有轉讓或授權與中國合資公司，依目前草案內容

規定皆需事前取得投審會核准。故若此中國合資公司其中資具有

控制力，則可預期其審查可能相較之前嚴格。台資企業後續若有

以技術轉讓或授權與中資企業合作之計劃，除了應評估轉讓與授

權可能涉及之兩岸稅務議題外，也應留意修法後技術轉讓與授權

與大陸企業的可行性。 
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